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横 須賀 市告 示 第 219 号  

 地 方 自 治 法 第 243 条 の ３ 第 １ 項 及 び 横 須 賀 市 財 政 事 情 の 公 表 に 関 す る 条 例 並 び に 地 方

公 営企 業法 第 40 条 の２第 １項 の規 定に 基づ き、 本市 の財 政状 況を 次の とお り公 表し ます。  

  

 令 和３ 年 12 月 １日  

 

横須賀市長   上  地  克  明  

 

 

 

横 須 賀 市 の 

財  政  状  況 
 



 - 1 - 

 自主財源と依存財源  

自主財源は、市税のように市が自主的に収入できるものです。これに対 し、依存財源は、ある条件

を満たした場合に国や県から交付を受けるものです。安定 した行政運営のためには全体に占める自主

財源の割合が高いことが望まれます。  

１ .令和２年度決算の状況  

 

 

 

〔 歳入 決算 の状 況〕  

〔単位：千円〕

収入額 構成率（％）

自主財源 79,974,903 39.2

市税 59,323,207 29.1

繰入金 7,828,236 3.8

諸収入 6,661,582 3.3

使用料及び手数料 3,378,813 1.6

その他自主財源 2,783,065 1.4

依存財源 123,944,502 60.8

国庫支出金 72,299,794 35.5

市債 15,932,200 7.8

地方交付税 13,482,114 6.6

県支出金 9,384,475 4.6

その他依存財源 12,845,919 6.3

203,919,405 100.0

区　　　分

合　　　計　  

〔 歳入 決算 額の 割合 〕  

市税 29.1%

繰入金 3.8%

諸収入 3.3%

使用料及び手数料

1.6%

その他自主財源

1.4%

市債 7.8%

国庫支出金

35.5%

地方交付税

6.6%

県支出金

4.6%

その他依存

財源 6.3%

自主財源

39.2%

依存財源

60.8%

決算額

203,919,405 千円

 

 

 

 

 

一般会計  

歳   入  
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〔 歳入 決算 額の 推移 〕  

過 去 15 年 間の 歳 入の推 移 を 見る と 、市 税 や地 方 交 付税 な どの 自 由に 使 い 道を 決 めら れる

「 基幹 的な 歳入 （一 般財 源） 」は 、平 成 19 年度 に最 も少 ない 861 億円 とな った 後は 微増 し、

近 年は 概ね 横ば い と なっ てい ます 。  

ま た 、 「基 幹 的な 歳 入」 の 内 訳を み ると 、 自主 財 源 であ る 市税 は 平成 20 年 度 をピ ー クに

減 少傾 向に あり 、こ の減 少分 は地 方交 付税 など の依 存財 源の 増加 で補 って い ま す。  

基
幹
的
な
歳
入

898億円

R02

※ 平成21年度は定額給付金にかかる国庫支出金（69億円）、平成26年度は臨時福祉給付金にかかる国庫支出金（10億円）および子育て世帯

臨時特例給付金にかかる国庫支出金（５億円）、平成27年度は臨時福祉給付金にかかる国庫支出金（６億円）および子育て世帯臨時特例

給付金に係る国庫補助金（２億円）、平成28年度は、臨時福祉給付金に係る国庫支出金（17億円）および土地開発基金の廃止に伴う繰入

金（46億円）、平成29年度は臨時福祉給付金に係る国庫支出金（11億円）、令和２年度は、特別定額給付金（404.5億円）、ひとり親世

帯等臨時特別給付金（5.9億円）、子育て世帯臨時特別給付金（4.4億円）をそれぞれ除く決算額

※ 端数処理のため、合計が表示と合わない場合があります。
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〔 歳出 決算 の状 況〕  

〔単位：千円〕

区　　　分 支出額 構成率（％）

生活保護、児童福祉などの経費 103,486,082 51.9

教育、文化振興のための経費 17,931,535 9.0

市債の償還のための経費 17,151,135 8.6

道路、公園建設などの経費 16,381,998 8.2

ごみ処理、市民の健康管理などの経費 15,864,514 7.9

内部管理経費 15,194,654 7.6

消防、防災対策のための経費 6,969,598 3.5

農業、水産業、経済振興のための経費 5,786,346 2.9

議会運営のための経費 789,846 0.4

合　　　計　 199,555,708 100.0  

歳   出  
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〔 歳出 決算 額の 割合 〕  

生活保護、

児童福祉

など
51.9%

市債の償還
8.6%

道路、公園

建設など 8.2%

ごみ処理、市民の

健康管理など 7.9%

内部管理経費
7.6%

教育、文化

振興 9.0%

農業、水産業、

経済振興 2.9%

消防、防災対策
3.5%

議会運営費 0.4%

決算額

199,555,708 千円

 

〔 性質 別歳 出決 算額 の推 移〕  

過 去 15 年間 の歳 出の推移 を見 ると 、本 市の 一般 会計 歳出 総額 （ 棒 グラ フ下 に記 載の 経費 を

除 く） は、 最も 少な かっ た平 成 18 年 度を 境に増 加傾 向に あ り ます 。  

平 成 18 年 度と令 和２ 年度 を比 較す ると 、社 会保 障費 （扶 助費 ・他 会計 繰出 し）が 294 億円

か ら 533 億 円 へ 239 億円 増加 し、 全体 に占 める 割合 は 23.3％か ら 33.8％と 増加 して いま す。  

こ う し た 社 会 保 障 費 の 増 加 に 対 し て 、 こ れ ま で 人 件 費 や 補 助 費 等 を 抑 制 す る こ と で 全 体 調

整 を 図 っ て き ま し た 。 令 和 ２ 年 度 は 、 社 会 保 障 費 が 増 加 し た こ と に よ り 決 算 規 模 は 1,500 億

円 を超 えて いま す。  
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※平成21年度は定額給付金にかかる物件費等（69億円）、平成26年度は臨時福祉給付金（９億円）および子育て世帯臨時

特例給付金（５億円）、平成27年度は臨時福祉給付金（６億円）および子育て世帯臨時特例給付金（２億円）、平成28

年度は臨時福祉給付金（17億円）および土地開発基金の廃止に伴う償還金、積立金（42億円）、平成29年度は臨時福祉

給付金（11億円）、平成30年度は臨時福祉給付金還付金（0.2億円）、令和２年度は、特別定額給付金（404.5億円）、

ひとり親世帯等臨時特別給付金（5.9億円）、子育て世帯臨時特別給付金（4.4億円）をそれぞれ除く決算額。

※端数処理のため、合計が表示と合わない場合があります。
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収 入決 算額 （Ａ ）  支 出決 算額 （Ｂ ）  

令 和３ 年度 へ  

繰 り越 した 事業 へ

の 充当 額（ Ｃ）  

実 質収 支  

（ Ａ－ Ｂ－ Ｃ）  

203,919,405 千 円  199,555,708 千 円  295,538 千 円  4,068,159 千 円  

 

令 和２ 年度 一般 会計 の決 算額 は、 歳入 が約 2,039 億 円、 歳出が 約 1,996 億 円と なり 、実 質

収 支は 約 41 億 円と なりま した 。実 質収 支の うち 、約 半分 の 20 億 ４千万 円は 後年 度の 財政 運

営 のた め財 政調 整基 金に 積み 立て 、残 りは 令和 ３年 度予 算に 組み 入れ ます 。  

歳 入 は 約 391 億 円 の 増 額 と な っ て お り ま す 。 市 税 収 入 が 約 ６ 億 円 の 減 、 市 債 の 借 入 が 約

76 億 円の 減、 国庫支 出金 が 約 443 億円 の増 とな って おり ます 。  

歳 出 で は、 特 別定 額給付 金 給 付事 業 等の 新型コ ロ ナ ウイ ル ス感 染症対 策 事 業な ど によ り 、

前 年と 比べ 約 377 億 円の 増と なり まし た。  

 

 

 

〔 経常 収支 比率 〕        

市 税 や 地方 交 付税 などの 経 常 的な 収 入に 対して 、 社 会保 障 経費 や借金 の 返 済な ど の経 常 的

な 支 出 がど の くら いの割 合 か を 表 し た指 標です 。 こ の比 率 が 100％に 近 づ くほ ど 、 政 策的 に

支 出す る経 費が 制限 され てい る状 態と いえ ます 。  

本 市 の 経常 収 支比 率は、 県 内 市の 平 均よ りも高 く な って い ます 。 令和 ２ 年 度は 歳 入面 で 地

方 消 費 税交 付金 な どが増 加 し まし たが 、 歳出面 で 企 業会 計へ の 繰出金 の 一 部見 送り に より 補

助 費等 が減 少し たこ と で 約 6.0 億 円の 増加 に留 まっ たた めで す。  

 

令 和２ 年度  

決 算（ Ａ）  

令 和元 年度  

決 算（ Ｂ）  

増 減  

（ Ａ－ Ｂ）  
県 内市 平均  

１ ０１ ．８ ％  １ ０２ ．４ ％  △ ０． ６％  ９ ６． ８％  

 

〔 健全 化判 断比 率・ 資金 不足 比率 〕  

 健 全 化判 断 比率 は 、 地 方 公 共団 体 の財 政 状況 を 客 観的 に 表し 、 財政 の 早 期健 全 化や 再 生の

必 要性 を判 断す るた めの 指標 であ り、 次の ４つ から なり ます 。  

（ １） 実質 赤字 比率 ：一 般会 計等 の赤 字額 を示 した もの  

（ ２） 連結 実質 赤字 比率 ：一 般会 計等 と公 営企 業会 計等 を合 算し 、赤 字額 を示 した もの  

（ ３） 実質 公債 費比 率 ： 財政 の規 模に 対す る借 金返 済額 の負 担の 程度 を示 した もの  

（ ４） 将来 負担 比率 ：財 政の 規模 に対 する 将来 の財 政負 担の 程度 を示 し た もの  

ま た、 資金 不足 比率 とは 、 公 営企 業会 計に お け る経 営状 況の 深刻 度を 示 す 指標 です 。  

 

  R02(A) R01(B) 増 減 (A-B) 早 期 健 全 化 基 準  財 政 再 生 基 準  

健

全

化

判

断

比

率 

( 1 ) 実 質 赤 字 比 率  な し  な し  な し  11.25% 20% 

( 2 )連 結 実 質 赤 字 比 率  な し  な し  な し  16.25% 30% 

( 3 ) 実 質 公 債 費 比 率  6.4% 6.6% △ 0.2% 25% 35% 

( 4 ) 将 来 負 担 比 率  31.8% 31.4%  0.4% 350% －  

資 金 不 足 比 率  な し  な し  な し  20％  －  

 

 

 

令 和２ 年度 （Ａ ）  令 和元 年度 （Ｂ ）  増 減（ Ａ－ Ｂ）  

 7,057,140 千円  10,319,390 千円  △ 3,262,250 千円  

 

 

 

 財政調整基金  

地方公共団体の年度間ごとの財源の不均衡を調整し、安定的な財政運営を行 うための貯金

です。市の財政は、経済不況により税収が大幅に落ち込むことや、災害等の予期しない多額の支

出が生じる場合があります。このような事態に備えて財政調整基金の積み立てを行っています。  

財政指数（決算関連）  

 

財政調整基金現在高  

 

収支状況  
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（単位：千円）

支出額(B)
令和３年度へ

繰越をした事業
への充当分(C)

実質収支
(A-B-C)

40,820,804 0 1,537,580

283,045 0 125,665

37,412,234 0 3,451,174

26,931 0 178,218

19,882,080 0 0

6,699,430 0 34,882

介 護 保 険 費 40,863,408

後期高齢者医療費 6,734,313

母子父子寡婦福祉
資 金 貸 付

205,150

公 債 管 理 費 19,882,080

会計名 収入額(A)

42,358,384国 民 健 康 保 険 費

公 園 墓 地 408,711

 

 

国 民 健 康保 険 費に おいて は 、 新型 コ ロナ ウイル ス 感 染症 の 影響 により ４ ～ ６月 は 受診 を 控

え る 傾 向が みら れ 、令和 元 年 度決 算と 比 べて支 出 額 は減 少し ま した。 介 護 保険 費に お いては 、

高 齢 化 が進 むに つ れて要 支 援 ・要 介護 認 定者の 数 は 増え てお り 、介護 給 付 費も それ に 伴い 増

加 して いま す。  

       

 

（単位：千円）

決算額

収入 10,838,471
支出 9,070,048
収入 741,833
支出 5,995,525
収入 15,449,683
支出 14,211,922
収入 10,357,986
支出 14,409,826
収入 4,795,488
支出 5,045,953
収入 384,658
支出 1,307,398

収益的

収益的

資本的

会計名 区分

病 院 事 業

水 道 事 業

資本的

下 水 道 事 業

収益的

資本的

 

 

水 道 事 業に お いて は、 人 口 減 少な ど の影 響によ り 水 道料 金 収入 が減少 傾 向 にあ り ます が 、

収 益的 収支 は 約 18 億円と なり まし た。  

下 水 道 事業 に おい ては、 人 口 減少 な どの 影響に よ り 下水 道 使用 料 収入 が 減 少傾 向 にあ り ま

す が、 収益 的収 支は 約 12 億 円と なり まし た 。  

病 院 事 業に お いて は 、平 成 24 年 度か ら 収益的 収 支 は 赤 字 が続 い てお り 、 令和 ２ 年度 は約

2.5 億円 の赤 字と なり まし た。  

 

 収益的収入・支出及び資本的収入・支出とは  

  サービス提供にかかる経費とそれに対する料金収入といった、企業の経営活動に伴 い生じる  

経費とそれに対する収益を、収益的収入 ・支出といいます。  

  一方、建設整備のための経費やそれにかかる企業債の償還金などの支出 と、建設整備の財  

源となる企業債などの収入を資本的収入 ・支出といいます。  

特別会計  

※ 差引 額が 実質 収支 に合 致し ない のは 端数 整理 によ り生 じた もの です 。  

※ 資本 的収 支の 不足 分は 、留 保資 金な どで 補て んし てい ます 。  

決算状況  

 

企業会計  

決算状況  
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（単位：千円）

令 和 ２ 年 度 末
現 債 額

令 和 元 年 度 末
現 債 額

増　減

185,838,666 186,217,362 △ 378,696

道 路 、 公 園 な ど の 建 設 39,019,685 38,451,405 568,280

学 校 な ど の 建 設 21,632,446 20,373,667 1,258,779

ご み 処 理 施 設 な ど の 建 設 18,058,705 18,533,500 △ 474,795

美術館などの公共 施設 建設 4,136,361 5,418,225 △ 1,281,864

水 道 事 業 へ の 出 資 1,765,960 2,192,190 △ 426,230

そ の 他 17,782,745 17,976,117 △ 193,372

小　　計 102,395,902 102,945,104 △ 549,202

83,442,764 83,272,258 170,506

549,243 549,243 0

549,243 549,243 0

99,733,758 102,048,711 △ 2,314,953

77,611,194 79,117,623 △ 1,506,429

18,034,650 18,482,550 △ 447,900

4,087,914 4,448,538 △ 360,624

286,121,667 288,815,316 △ 2,693,649

一 般 会 計

通
　
常
　
債

病 院 事 業

合　　　　計

臨 時 財 政 対 策 債 等

特 別 会 計

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付

企 業 会 計

下 水 道 事 業

水 道 事 業

 
 

     横須賀市の市債市民１人あたりの現債額（会計別） 総額 725,264円
 

一般会計 471,066 円

（一般会計内訳）

臨時財政対策債等 211,512円

道路、公園などの建設 98,908円

学校などの建設 54,834円

ごみ処理施設などの建設 45,775円

美術館などの公共施設建設 10,485円

水道事業への出資 4,476円

その他 45,076円

企業会計 252,806 円

196,730 円

45,714 円

10,362 円

特別会計 1,392 円

　　 母子父子寡婦福祉資金貸付 1,392 円

水道事業

病院事業

下水道事業

 
※人口は令和 ３年 ４月 １日現在の住民基本台帳人口 394 ,507 人を使用 しています。  

 

 

 

 

 

 

 

一般会計の市債  

   市債とは市の借金のことをいい、大きく分けて、通常の建設事業等にかかる「通常債 」と、本来 、  

国から交付されるべき現金の振替措置として借 り入れる「臨時財政対策債 」等があります。  

 

 通常債 ：施設整備 を行 う場合など、一時的 に多額の資金 を必要 とする場合 に借 り入れる市債

で、施設 の耐用年数 に応 じて分割 して返済 していきます。整備 された施設は、将来の市民 も利

用するので、現在の市民だけでなく将来の市民からも応分に税負担をしてもらい、世代間の負担

を公平にするという考え方に基づいています。  

 

 臨時財政対策債 ：本来 、国から自治体へ地方交付税 として再分配 されるべき現金が、国 の財

源不足により全額が地方に配分 されず、不足する額を一旦 、自治体が借 り入れて対応している

もので、返済額は後年度の地方交付税で補てんされます。  

市債現債額  

 



 - 7 - 

２ .令和３年度予算執行の状況（令 和３年 ９ 月 30 日現 在）  

 

 

 

〔 収入 の状 況〕                      （ 単 位 ： 百 万 円 ）  

予算現額 収入済額 執行率（％）

73,098 38,385 52.5

　市税 54,633 32,333 59.2

　諸収入 7,133 1,257 17.6

　繰入金 5,544 0 0.0

　使用料及び手数料 3,863 1,882 48.7

　その他 1,925 2,913 151.3

99,649 27,974 28.1

　国庫支出金 35,122 10,499 29.9

　地方交付税 10,758 9,817 91.3

　市債 29,159 11 0.0

　その他 24,610 7,647 31.1

172,747 66,359 38.4

区　　　分

自主財源

依存財源

合　　　計  

〔 項目 別  収入 の状 況〕  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

単位：百万円

予算現額

収入済額

依存財源自主財源  

〔 自主 財源 ・依 存財 源別 の 収 入の 状況 〕  

収入済額
百万円

%

未収入額
百万円

%

未収入額
百万円

%

収入済額
百万円
%

予算現額
百万円

38,385
52.5

34,713
47.5

71.9

71,675

27,974
28.1

172,747

 

一般会計  

歳   入  

 

依存財源 

99,649 百万円 

57.7％ 

自主財源 

73,098 百万円 

42.3％ 



 - 8 - 

支出済額

93,463百万円

43.9%

未支出額

119,566百万円

56.1%

予算現額
213,029百万円

 

〔 支出 の状 況〕                         （ 単 位 ： 百 万 円 ）  

区　　　分 予算現額 支出済額 執行率（％）

 生活保護、児童福祉などの経費 64,842 23,679 36.5

 ごみ処理、市民の健康管理などの経費 21,397 8,122 38.0

 市債の償還のための経費 16,347 33 0.2

 道路、公園建設などの経費 23,725 8,689 36.6

 教育、文化振興のための経費 20,647 8,243 39.9

 内部管理経費 13,086 3,903 29.8

 消防、防災対策のための経費 6,592 2,578 39.1

 農業、水産業、経済振興のための経費 5,304 2,727 51.4

 議会運営のための経費 807 417 51.7

合　　　計　 172,747 58,391 33.8  

〔 項目 別  支出 の状 況〕  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

生
活
保
護
、
児
童
福
祉
な
ど
の
経
費

ご
み
処
理
、
市
民
の
健
康
管
理
な
ど
の
経
費

市
債
の
償
還
の
た
め
の
経
費

道
路
、
公
園
建
設
な
ど
の
経
費

教
育
、
文
化
振
興
の
た
め
の
経
費

内
部
管
理
経
費

消
防
、
防
災
対
策
の
た
め
の
経
費

農
業
、
水
産
業
、
経
済
振
興
の
た
め
の
経
費

議
会
運
営
の
た
め
の
経
費

単位：百万円

予算現額 支出済額

 

〔 全体 の支 出の 状況 〕  

支出済額

百万円

%

未支出額

百万円

%

予算現額
百万円

58,391

33.8 

114,356

172,747

66.2 

 

 

 
 
 

 予算現額とは  

市は毎年度予算を編成したあとで、当初の予算を変更することがありますが、これを予算の補正

といいます。補正を行ったあとの予算の額 、つまり、現在の予算額を「予算現額 」と呼びます。  

歳   出  
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（ 単 位 ： 百 万 円 ）    

予算現額 収入済額 支出済額

42,917 18,103 18,129

38,477 18,905 15,494

20,332 3,891 11,511

6,875 2,557 2,598

470 339 63

223 228 15

109,294 44,023 47,810

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付

合　　　計

区　　　分

国 民 健 康 保 険

介 護 保 険

公 債 管 理

後 期 高 齢 者 医 療

公 園 墓 地

 

 

 

（ 単 位 ： 百 万 円 ）   

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000 50,000 55,000 60,000 65,000

母子父子寡婦福祉資金貸付

公園墓地

後期高齢者医療

公債管理

介護保険

国民健康保険

収入済額

未収入額

42.2%

49.1%

19.1%

37.2%

72.1%

102.2%

※表示の%は執行率を表します。

 
 

 

 

（ 単 位 ： 百 万 円 ）   

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000 50,000 55,000 60,000 65,000

母子父子寡婦福祉資金貸付

公園墓地

後期高齢者医療

公債管理

介護保険

国民健康保険

支出済額

未支出額

42.2%

40.3%

56.6%

37.8%

13.4%

6.7%

※表示の%は執行率を表します。

 

 

 

特別会計  

歳入歳出の状況  

歳   入  

歳   出  
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〔 経理 状況 〕  

（単位：百万円）

予算現額 収入・支出済額 執行率(％）

収　入 10,672 4,995 46.8

支　出 9,394 2,625 27.9

収　入 1,036 0 0.0

支　出 8,403 6,348 75.5

収
益
的

資
本
的

区　分

 

 

 

400

450

500

550

600

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

前年同期 本 期

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

家事営業用 公共用 工業用 米軍用 分水その他

前年同期 本 期

 

 

 

〔 経理 状況 〕  
（単位：百万円）

予算現額 収入・支出済額 執行率(％）

収　入 15,524 4,466 28.8

支　出 15,102 1,757 11.6

収　入 10,250 3,206 31.3

支　出 14,682 6,139 41.8

収
益
的

資
本
的

区　分

 
 

令和３年度上半期月別有収水量     （単 位 ：万 ｍ 3） 

250

300

350

400

450

500

4月 5月 6月 7月 8月 9月

前年同期

本 期

 

令和 ３年度上半期月別有収水量  

                      （単 位 ：万 ｍ 3 ）  

令和 ３年度上半期用途別有収水量  

                         （単 位 ：万 ｍ 3 ）  

※ 家 事 営 業 用 に は 、 福 祉 減 免 分 を 含 む 。  

企業会計  

水道事業  

下水道事業  
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〔 経理 状況 〕  

（単位：百万円）

予算現額 収入・支出済額 執行率(％）

収　入 4,153 1,271 30.6

支　出 4,202 154 3.7

収　入 347 0 0.0

支　出 1,203 301 25.0

収
益
的

資
本
的

区　分

 

〔 令和 ３年 度上 半期 の患 者診 療科 別割 合〕  

10,393人

1,504人

7,152人

9,093人

3,389人

5,317人11,548人

7,160人

6,119人

2,816人

900人

820人

11,938人

内科
13.3%

呼吸器内科
1.9%

消化器内科
9.2%

循環器内科
11.6%

小児科
4.3%

外科
6.8%

整形外科
14.8%

リハビリテー

ション科
9.2%

脳神経外科
7.8%

泌尿器科
3.6%

産科・婦人科
1.2%

耳鼻いんこう科
1.0%

その他
15.3%

  

12,780人

3,502人

9,213人

14,065人

5,785人

6,957人

13,976人

389人

2,608人

8,457人

3,241人

3,354人

39,883人

内科
10.3%

呼吸器内科
2.8%

消化器内科
7.4%

循環器内科
11.3%

小児科
4.7%

外科
5.6%

整形外科
11.3%リハビリテー

ション科
0.3%

脳神経外科
2.1%

泌尿器科
6.8%

産科・婦人科
2.6%

耳鼻いんこう科
2.7%

その他
32.1%

 

入      院  

78 ,149 人  

外      来  

124 ,210 人  

病院事業  
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３ .市債の現債額（令 和３ 年９ 月 30 日 現在）  

臨時財政対策債等

29.3%

道路、公園などの

建設

13.6%

学校など

の建設

7.5%

ごみ処理施設

などの建設

6.3%

退職手当債

1.4%

美術館などの

公共施設建設

1.2%

水道事業への出資

0.6%

その他

4.7%

母子父子寡婦

福祉資金貸付

0.2%

下水道事業

27.5%

水道事業

6.3%

病院事業

1.4%

 

 
（単位：百万円）

現 債 額

177,383

97,005

道 路 、 公 園 な ど の 建 設 37,390

学 校 な ど の 建 設 20,701

ご み 処 理 施 設 な ど の 建 設 17,350

退 職 手 当 債 3,948

美 術 館 な ど の 公 共 施 設 建 設 3,266

水 道 事 業 へ の 出 資 1,579

そ の 他 12,771

80,378

542

542

96,790

75,503

17,448

3,839

274,715

区　　　分

一 般 会 計

通 常 債

臨 時 財 政 対 策 債 等

特 別 会 計

合　　　計

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付

企 業 会 計

下 水 道 事 業

水 道 事 業

病 院 事 業

 

 

特別会計・企業会計の市債  

特別会計 ・企業会計の市債は、特定の事業のための原資や設備投資を行 うために発行する

ものです。これらの返済には、事業から得られる使用料などの収入が充てられます。  

総 額 

274,715 百万円 

一般会計 

64.6％ 

特別会計 

0.2％ 

企業会計 

35.2％ 
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     横須賀市の市債市民１人あたりの現債額（会計別） 総額 696,846円

一般会計 449,952円

企業会計 245,519円

特別会計 1,375円

※人口は令和３年10月１日現在の住民基本台帳人口394,226人を使用しています。

下水道事業

水道事業

病院事業

一般会計の市債現債額の内訳

一般会計債 市民１人あたりの現債額 総額

退職手当債

ごみ処理施設などの建設

道路、公園などの建設

水道事業への出資

美術館などの公共施設建設

その他

母子父子寡婦福祉資金貸付

学校などの建設

191,522円

44,259円

9,738円

1,375円

449,952円

203,888円

94,844円

52,510円

44,010円

10,015円

8,285円

4,005円

臨時財政対策債等

32,395円

 

 



 - 14 - 

４ .市有財産の現在高（ 令和 ３年 ９月 30 日現 在）  

  （一般会計及び特別会計に属するもの）  

土　　　　　地 8,998,863㎡
建　　　　　物 1,265,556㎡
動　　　　　産 浮標等 42個
物　　　　　権 地上権 257㎡
無 体 財 産 権 商標権 13件
有　価　証　券 417,600千円
出資による権利 3,494,209千円

354,708千円

現　　在　　高

債　　　　　権

基　　　　　金

公
有
財
産

種　　　　別

17,288,610千円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ .一時借入金の現在高（ 令和 ３年９ 月 30 日 現在 ）  

   ０円    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一時借入金とは  

一時借入金 とは、地方公共団体が一会計年度内において支払現金が不足 した場合 、その

不足を補うために借 り入れる資金のことをいいます。  

収入 と支出 を予算 で計画 していますが、実際 にお金が入 る時期 と経費 を支払 う時期 には、  

ずれが生じるため、支払いが多い時期には一時的に資金が足 りなくなることがあります。  

そのようなときには、予算で定めた額を限度 として一時的に金融機関から資金を調達すること

ができます。  

 無体財産権とは  

特許法 、著作権法、商標法などに基づき、発明、考案、創作活動などの無形の財産を独占

的に利用できる権利のことで、知的財産権ともいいます。  

 

 基金とは 

特定の目的のために財産 を維持 し、資金を積み立 て、または定額の資金を運用するために

設けられる資金、財産のことで、家計でいう貯金にあたります。  

横須賀市には、財源の不足を生 じたときの財源に充てることを目的 とした財政調整基金や、

いのちを守る医療を支援するために必要な費用に充てることを目的 とした、いのちの基金 などがあ

ります。  


